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日本企業のアジア立地戦略づくりに関する留意点 

 

【１】 アジア地域は日本企業にとってホームと考えることもできますが、あえてアウェーの意識を持って現地の

立地環境上の魅力とリスクを把握すべきであるでしょう。 

【２】 アジア地域は、コスト削減の場所よりも市場開拓の場所になりつつあることを強調したいです。アジア地域

は賃金上昇のリスクがあり、このリスクを軽減するためにも、現地の市場開拓が重要と言えます。 

【３】 日本企業にとって、広い意味での日本式サービス（日本的管理方式やメンテナンスなどを含みます）が企

業優位性として活用でき、現地での市場開拓の切り口になり得ます。ただし、現地で成功するためには、

日本式サービスを理解できる、現地の人材を確保・育成することが不可欠であります。 

【４】 立地する事業活動の種類（業種や企業機能など）や立地する場所（国・地域）、立地する時期（進出する

タイミング）によって、立地環境上の魅力とリスクは異なってきますので、これらの点を踏まえながら、各自

がターゲットとするアジア諸国・諸地域の市場開拓を推進することが重要です。 

【５】 日本ブランドと呼べるような企業優位性を国内外で発揮することが、日本経済が持続的に発展することに

つながります。アジア立地戦略のあるべき姿として、日本がアジアの新市場開拓のための企業本拠地と

なることが望ましいと言えましょう。 

 

たとえば、タイなど東南アジアの中心国や中国の沿海部は、インフラが整備され、裾野産業が集積している

ものの、低賃金の労働力が不足しています。一方で、ベトナムなど東南アジアの周辺国や中国の内陸部は、

インフラが未整備で、裾野産業が未成熟でありますが、低賃金の労働力を確保しやすいといえましょう。各社

の事業活動にとっての独自の立地環境（マーケットの性質や制度・政策的な特徴など）も念頭におきながら、

どの国・どの地域にどのような事業活動をどのように立地展開するのかといった、海外進出成功のストーリー

を構想することが重要です。 

 

詳しくは、下記の文献をご参照ください。アジア進出をめざす日本企業、大企業のみならず中小企業にも

さらに幅広く、成功ストーリー構築のご参考になれば幸いです。 
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